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議案第７３号 令和７年度茅ヶ崎市一般会計補正予算（第５号） 

～  

議案第９６号 市道路線の認定について 

 

認定第 １号 令和６年度茅ヶ崎市一般会計歳入歳出決算の認定に

ついて 

～  

認定第 ７号 令和６年度茅ヶ崎市病院事業会計決算の認定につい

て 

 

報告第１２号 令和６年度茅ヶ崎市一般会計予算の継続費精算報告

について 

～  

報告第２０号 専決処分の報告について 
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議案第７３号 令和７年度茅ヶ崎市一般会計補正予算（第

５号）(議案書 P7～17) 

歳入歳出それぞれ５１，１６１千円を追加し、歳入歳出予算の総額

をそれぞれ１０５，３９７，０４６千円とするもの 

（歳出） 

「款６ 農林水産業費」 

「項１ 農業費」 

「目５ 農地費」 

 雨不足により農業用ポンプの電気の使用量が増加したため、「光熱

水費」を増額するもの 

「款７ 商工費」 

「項１ 商工費」 

「目１ 商工振興費」 

 道の駅の夜間安全確保のため、夜間警備を行うことに伴い、「委託

料」を増額するもの 

「款１０ 教育費」 

「項４ 学校給食費」 

「目１ 学校給食管理費」 
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物価高騰により食材調達コストが上昇している中学校給食につい

て、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、１１月以降

の生徒分の食材費を支援することに伴い、「負担金補助及び交付金」

を増額するもの 

「目２ 学校給食用食品購入費」 

物価高騰により食材調達コストが上昇している小学校給食につい

て、令和７年度下半期分の児童分の食材費の増額に合わせ、教職員分

の給食用食材費を増額することに伴い、「賄材料費」を増額するもの 

物価高騰により食材調達コストが上昇している小学校給食につい

て、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、下半期にお

ける児童分の食材費を支援することに伴い、「賄材料費」を増額する

もの 

「項５ 社会教育費」 

「目３ 博物館費」 

 文化資料館解体工事の影響により生じた近隣住家の損傷に対する補

償額の確定に伴い、「補償補填及び賠償金」を増額するもの 

「目４ 公民館費」 

 南湖公民館の屋上防水の部分修繕を行うため、「修繕料」を増額す
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るもの 

（歳入） 

「款１５ 国庫支出金」 

 歳出の事業の財源として、「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交

付金」を増額するもの 

「款１７ 財産収入」 

 歳出の事業の財源として、「学校給食費」を増額するもの 

「款２０ 繰越金」 

 歳出の事業の財源として、「前年度繰越金」を増額するもの 

「款２１ 諸収入」 

 歳出の事業の財源として、「道の駅整備推進事業受託事業収入」を

増額するもの 

 

議案第７４号 令和７年度茅ヶ崎市一般会計補正予算（第

６号）(議案書 P18～39) 

歳入歳出それぞれ３０，０５９千円を追加し、歳入歳出予算の総額

をそれぞれ１０５，４２７，１０５千円とするもの 

（歳出） 
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「款２ 総務費」 

「項１ 総務管理費」 

「目１ 一般管理費」 

 令和８年度から燃やせるごみの戸別収集実験事業の対象エリアを

拡大するための調査や周知等の準備行為を行うことに伴い、事務に従

事する会計年度任用職員の「共済費」を増額するもの 

「目６ 財産管理費」 

 市庁舎の更なる賑わいを創出するため、本庁舎壁面への映像投影及

びライトアップを行うことに伴い、「修繕料」、「使用料及び賃借料」、

「備品購入費」を増額するもの 

公用車カーナビのＮＨＫ受信契約について、未契約であることが判

明したため、未契約期間の受信料を支払うことに伴い、「使用料及び

賃借料」を増額するもの 

公共建築物の基礎情報等のデータを一元的に管理する公共建築物管

理支援システムの更新に伴い、「委託料」を増額するもの 

「目７ 企画費」 

マイナンバーカードの健康保険証利用登録及び公金受取口座の登録

について、現行の健康保険証が１２月で有効期限を迎え、今後、更な
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る支援ニーズが見込まれるため、マイナンバーカードの関連手続きを

支援するオンライン窓口を設置することに伴い、「委託料」を増額す

るもの 

「目１６ 防災対策費」 

 令和８年度末までに更新を求められている全国瞬時警報システム

（Ｊアラート）受信機（防災行政用無線用）の更新整備を行うことに

伴い、「委託料」を増額するもの 

令和８年度末までに更新を求められている全国瞬時警報システム

（Ｊアラート）受信機（地域情報配信システム用）の更新整備を行う

ことに伴い、「通信運搬費」、「委託料」を増額するもの 

「項２ 徴税費」 

「目２ 賦課徴収費」 

自治体情報システム標準化の仕様が確定したことにより、軽自動車

税納税通知書等の作成・印字・封入封緘業務委託について、令和７年

度中に一括して発注を行う必要が生じ、当初予算で計上した納税通知

書の印刷製本費が不要となったことに伴い、「印刷製本費」を減額す

るもの 

自治体情報システム標準化の仕様が確定したことにより、市県民税・
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森林環境税納税通知書等の印刷・印字・封入封緘業務委託について、

令和７年度中に一括して発注を行う必要が生じ、当初予算で計上した

納税通知書の印刷製本費が不要となったことに伴い、「印刷製本費」

を減額するもの 

「項３ 戸籍住民基本台帳費」 

「目１ 戸籍住民基本台帳費」 

出入国管理及び難民認定法及び日本国との平和条約に基づき日本の

国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法の改正により、在留

カード等のＩＣチップに住居地等を記録するための住居地等記録端末

を購入することに伴い、「備品購入費」を増額するもの 

「款３ 民生費」 

「項１ 社会福祉費」 

「目１ 社会福祉総務費」 

令和６年度に収入した介護保険低所得者保険料軽減負担金の過配分

を返還することに伴い、「償還金利子及び割引料」を増額するもの 

「目２ 障がい者福祉費」 

公用車カーナビのＮＨＫ受信契約について、未契約であることが判

明したため、未契約期間の受信料を支払うことに伴い、「使用料及び



9 

 

賃借料」を増額するもの 

「項３ 生活保護費」 

「目１ 生活保護総務費」 

公用車カーナビ等のＮＨＫ受信契約について、未契約であることが

判明したため、未契約期間の受信料を支払うことに伴い、「使用料及

び賃借料」を増額するもの 

「款４ 衛生費」 

「項１ 保健衛生費」 

「目２ 予防費」 

 令和６年度の精算に伴う結核医療費補助金等の過配分を返還する

ことに伴い、「償還金利子及び割引料」を増額するもの 

「目７ 保健所費」 

公用車カーナビのＮＨＫ受信契約について、未契約であることが判

明したため、未契約期間の受信料を支払うことに伴い、「使用料及び

賃借料」を増額するもの 

「項２ 清掃費」 

「目１ 清掃総務費」 

 令和８年度から燃やせるごみの戸別収集実験事業の対象エリアを
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拡大するための調査や周知等の準備行為を行うことに伴い、「報酬」、

「会計年度任用職員期末勤勉手当」、「費用弁償」、「消耗品費」、

「印刷製本費」、「通信運搬費」、「委託料」を増額するもの 

（歳入） 

「款１５ 国庫支出金」 

 歳出の事業の財源として、「社会保障・税番号制度推進事業補助金」、

「中長期在留者住居地届出等事務委託金」を増額するもの 

「款１９ 繰入金」 

 歳出の事業の財源として、「ふるさと基金繰入金」、「ごみ減量化・

資源化基金繰入金」を増額するもの 

「款２０ 繰越金」 

 歳出の事業の財源として、「前年度繰越金」を増額するもの 

「款２２ 市債」 

 歳出の事業の財源として、「全国瞬時警報システム整備事業債」を

増額するもの 

（債務負担行為の補正） 

 「軽自動車税納税通知書等作成及び封入封緘等業務委託経費」につ

いて、軽自動車税納税通知書等作成及び封入封緘等業務委託において、
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自治体情報システム標準化の仕様が確定したことにより、軽自動車税

納税通知書等の作成・印字・封入封緘を令和７年度中に一括して発注

を行う必要が生じたことに伴い、債務負担行為を設定するもの 

 「市民税・県民税・森林環境税特別徴収税額決定通知書等作成及び

封入封緘等業務委託経費」について、市民税・県民税・森林環境税特

別徴収税額決定通知書等作成及び封入封緘等業務委託において、自治

体情報システム標準化の仕様が確定したことにより、市民税・県民税・

森林環境税普通徴収納税通知書等の作成・印字・封入封緘を令和７年

度中に一括して発注を行う必要が生じたことに伴い、債務負担行為を

設定するもの 

 「市民税・県民税・森林環境税普通徴収納税通知書等作成及び封入

封緘等業務委託経費」について、市民税・県民税・森林環境税普通徴

収納税通知書等作成及び封入封緘等業務委託において、自治体情報シ

ステム標準化の仕様が確定したことにより、市民税・県民税・森林環

境税特別徴収税額決定通知書等の作成・印字・封入封緘を令和７年度

中に一括して発注を行う必要が生じたことに伴い、債務負担行為を設

定するもの 

 「戸別収集実験事業（追加分）業務委託経費」について、戸別収集
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実験事業（追加分）業務委託において、令和８年度から燃やせるごみ

の戸別収集実験事業の対象エリアの拡大に向けて、令和７年度中の事

業着手が必要なことから債務負担行為を設定するもの 

（地方債の補正） 

 歳出の事業の財源として、「全国瞬時警報システム整備事業」を増

額するもの 

 

議案第７５号 令和７年度茅ヶ崎市国民健康保険事業特

別会計補正予算（第１号）(議案書 P40～43) 

（債務負担行為の補正） 

「納入通知書等作成及び封入封緘等業務委託経費」について、納入

通知書等作成及び封入封緘等業務委託において、自治体情報システム

標準化の仕様が確定したことにより、国民健康保険料納入通知書等の

作成・印字・封入封緘を令和７年度中に一括して発注を行う必要が生

じたことに伴い、債務負担行為を設定するもの 

 

議案第７６号 令和７年度茅ヶ崎市後期高齢者医療事業

特別会計補正予算（第１号）(議案書 P45～57) 
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歳入歳出それぞれ５，６６１千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入

歳出それぞれ４，９５２，６６１千円とするもの 

（歳出） 

「款１ 総務費」 

「項１ 総務管理経費」 

「目１ 一般管理経費」 

子ども・子育て支援金制度の創設により、保険料と併せて子ども・子

育て支援金を徴収するための後期高齢者医療システム改修を行うこと

に伴い、「委託料」を増額するもの 

（歳入） 

「款５ 国庫支出金」 

歳出の事業の財源として、「子ども・子育て支援事業費補助金（１０／

１０）」を増額するもの 

（債務負担行為） 

「納入通知書等作成及び封入封緘等業務委託経費」について、納入通知

書等作成及び封入封緘等業務委託において、自治体情報システム標準化の

仕様が確定したことにより、後期高齢者医療保険料納入通知書等の作成・

印字・封入封緘を令和７年度中に一括して発注を行う必要が生じたことに
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伴い、債務負担行為を設定するもの 

 

議案第７７号 令和７年度茅ヶ崎市介護保険事業特別会

計補正予算（第１号）(議案書 P59～71) 

歳入歳出それぞれ５９１，２４５千円を追加し、歳入歳出予算の総額を

歳入歳出それぞれ２０，１００，２４５千円とするもの 

（歳出） 

「款５ 介護保険運営基金」 

「項１ 介護保険運営基金」 

「目１ 介護保険運営基金」 

介護保険運営基金積立金について、保険給付等の財源として収入した介

護保険料のうち、保険給付等への充当がなされなかったもの等について介

護保険運営基金に積み立てるため、「積立金」を増額するもの 

「款６ 諸支出金」 

「項１ 償還金及び還付加算金」 

「目２ 償還金」 

償還金について、令和６年度に収入した国庫支出金、支払基金交付金の

過配分を返還することに伴い、「償還金利子及び割引料」を増額するもの 
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（歳入） 

「款２ 国庫支出金」 

歳出の事業の財源として、「過年度分」を増額するもの 

「款３ 支払基金交付金」 

歳出の事業の財源として、「過年度分」を増額するもの 

「款４ 県支出金」 

歳出の事業の財源として、「過年度分」を増額するもの 

「款６ 繰越金」 

歳出の事業の財源として、「前年度繰越金」を増額するもの 

（債務負担行為） 

「普通徴収納入通知書等作成及び封入封緘等業務委託経費」について、

普通徴収納入通知書等作成及び封入封緘等業務委託において、自治体情報

システム標準化の仕様が確定したことにより、介護保険料普通徴収納入通

知書等の作成・印字・封入封緘を令和７年度中に一括して発注を行う必要

が生じたことに伴い、債務負担行為を設定するもの 

「特別徴収納入通知書等作成及び封入封緘等業務委託経費」について、

特別徴収納入通知書等作成及び封入封緘等業務委託において、自治体情報

システム標準化の仕様が確定したことにより、介護保険料特別徴収納入通
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知書等の作成・印字・封入封緘を令和７年度中に一括して発注を行う必要

が生じたことに伴い、債務負担行為を設定するもの 

 

議案第７８号 令和７年度茅ヶ崎市病院事業会計補正予

算（第１号）(議案書 P73～81) 

第２条「収益的収入及び支出の補正」 

収益的支出の既決予定額に８千円を追加し、１４，５６８，４４０

千円とするもの。内容としては、公用車カーナビのＮＨＫ受信契約に

ついて、未契約であることが判明したため、未契約期間の受信料の支

払うことに伴い、「通信運搬費」、「過年度損益修正損」を増額する

もの 

 

議案第７９号 茅ヶ崎市の議会の議員及び長の選挙にお

ける選挙運動の公費負担に関する条例の一部を改正す

る条例(議案書 P82) 

公職選挙法施行令の改正に準じて、茅ヶ崎市の議会の議員及び長の

選挙における候補者の選挙運動用ビラ等の作成に係る公費負担の限度

額を改定するためのもの 
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議案第８０号 茅ヶ崎市職員の勤務時間、休暇等に関す

る条例の一部を改正する条例(議案書 P83～84) 

小学１年生の子を持つ職員の仕事と育児の両立を支援するため、子

育て部分休暇において１日の勤務時間の全部について勤務しないこと

を選択できるようにするとともに、国家公務員に準じて、出生時両立

支援制度等の請求等に関し講ずべき措置を定めるためのもの 

 

議案第８１号 茅ヶ崎市職員の育児休業等に関する条例

の一部を改正する条例(議案書 P85～87) 

地方公務員の育児休業等に関する法律の改正に伴い、部分休業のう

ち１日の勤務時間の全部又は一部を勤務しないものの上限を定める等

のためのもの 

 

議案第８２号 茅ヶ崎市市税条例の一部を改正する条例

(議案書 P88～93) 

地方税法の改正に伴い、公示送達の方法を改めるとともに、所得割

の納税義務者に係る特定親族特別控除について定める等のためのもの 
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議案第８３号 茅ヶ崎市立小学校及び中学校の学校医、

学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する条

例の一部を改正する条例(議案書 P94) 

公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償の基

準を定める政令の改正に伴い、学校医等の公務災害に対する介護補償

の額を改めるためのもの 

 

議案第８４号 茅ヶ崎市障害者ふれあい活動ホーム条例

の一部を改正する条例(議案書 P95) 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の改

正に伴い、所要の規定を整備するためのもの 

 

議案第８５号 茅ヶ崎市病院事業職員の給与の種類及び

基準に関する条例の一部を改正する条例(議案書 P96) 

市の職員に準じて、部分休業及び子育て部分休暇のうち１日の勤務

時間の全部を勤務しないものについても無給とするためのもの 

 

議案第８６号 工事請負契約の締結について(議案書 P97～99) 
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 令和７年度準用河川千ノ川整備工事の工事請負契約を締結す

るためのもの 

 

議案第８７号 工事請負契約の締結について(議案書 P100～

102) 

 （仮称）茅ヶ崎市保健所・保健センター建設（電気設備）工事

の工事請負契約を締結するためのもの 

 

議案第８８号 工事請負契約の締結について(議案書 P103～

105) 

 （仮称）茅ヶ崎市保健所・保健センター建設（機械設備）工事

の工事請負契約を締結するためのもの 

 

議案第８９号 工事請負契約の締結について(議案書 P106～

110) 

 茅ヶ崎小学校外３校屋内運動場他空調設備設置（機械設備）工

事の工事請負契約を締結するためのもの 

 

議案第９０号 動産の取得について(議案書 P111) 

学習用端末等を取得するためのもの 
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議案第９１号 指定管理者の指定について(議案書 P112～113) 

 茅ヶ崎市児童クラブ（東部ブロック）の指定管理者にシダック

ス大新東ヒューマンサービス株式会社を指定するためのもの 

 

議案第９２号 指定管理者の指定について(議案書 P114～115) 

茅ヶ崎市児童クラブ（西部ブロック）の指定管理者に特定非営

利活動法人ちがさき学童保育の会を指定するためのもの 

 

議案第９３号 令和６年度茅ヶ崎市公共下水道事業会計

利益の処分について(議案書 P116～117) 

 令和６年度茅ヶ崎市公共下水道事業会計決算において生じた

未処分利益剰余金９４４，１６６，１２９円のうち、４４５，５

３５，３１１円を減債積立金に積み立て、４９８，６３０，８１

８円を資本金へ組み入れるためのもの 

 

議案第９４号 和解について(議案書 P118) 

 公用車の事故について和解を成立させるためのもの 
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議案第９５号の１～３ 市道路線の廃止について(議案書 P119

～133) 

 １ 中海岸二丁目地内で、本市に帰属した道路との再編成に伴

い、市道２０１５号線を廃止するもの 

 ２ 市道の再編成に伴い、市道５４２０号線を廃止するもの 

 ３ 甘沼地内で、一般交通の用に供する必要がなくなった市道

６０７２号線を廃止するもの 

 

議案第９６号の１～６ 市道路線の認定について(議案書 P134

～156) 

 １ 松が丘二丁目地内で、市内在住の個人及び株式会社メルデ

ィアから本市に寄附された道路を市道１９７７号線として

認定するもの 

 ２ 中島地内で、株式会社飯田産業が築造し、本市に帰属した

道路を市道２７２８号線として認定するもの 

 ３ 中海岸二丁目地内で、株式会社ルーク・リアルエステート

が築造し、帰属した道路及び市道２０１５号線を再編成し、

新たな市道２７２９号線として認定するもの 
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 ４ 柳島二丁目地内で、株式会社アーネストワンが築造し、本

市に帰属した道路を市道２７３０号線として認定するもの 

 ５ 浜園橋架け替えに伴い市道５４２０号線を再編成し、新た

に市道５８０６号線として認定するもの 

 ６ 赤羽根地内で、株式会社ラックスエステートが築造し、本

市に帰属した道路を市道６５６３号線として認定するもの 

 

認定第１号 令和６年度茅ヶ崎市一般会計歳入歳出決算

の認定について(議案書 P157) 

認定第２号 令和６年度茅ヶ崎市国民健康保険事業特別

会計歳入歳出決算の認定について(議案書 P158) 

認定第３号 令和６年度茅ヶ崎市後期高齢者医療事業特

別会計歳入歳出決算の認定について(議案書 P159) 

認定第４号 令和６年度茅ヶ崎市介護保険事業特別会計

歳入歳出決算の認定について(議案書 P160) 

認定第５号 令和６年度茅ヶ崎市公共用地先行取得事業

特別会計歳入歳出決算の認定について(議案書 P161) 

労務単価、エネルギー価格や建築資機材など様々な価格の高騰など、
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社会情勢の変化の影響が顕著となった１年となったが、守りから攻め

に舵を切ることの象徴である「茅ヶ崎市実施計画２０２５」の大事な

２年目として、将来を見据え、このタイミングで実施すべきと事業を

予算化し、計画に位置付けられた事業を着実に推進することを基本と

し、予算執行に当たってきた。 

 各会計とも、本年３月３１日をもってその執行を終わり、２か月間

の出納整理期間を置き、５月３１日に出納を閉鎖した。 

 その後、会計管理者において決算を調製し、地方自治法第２３３条

第１項の規定により、証書類、その他附属書類と合わせ提出され、そ

の内容は別冊のとおり。 

 監査委員による審査では、「審査に付された各会計歳入歳出決算書

等は、関係法令に規定された様式に従って作成されており、その計数

は歳入簿、歳出簿その他の関係諸帳簿と一致し、正確なものと認めま

す。また、予算の執行は適正かつ効率的に行われていると認めます。」

との御意見をいただいている。 

 以上、認定第１号から認定第５号について、地方自治法第２３３条

第３項の規定により、決算審査意見書を付して、議会の認定をお願い

するもの 
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認定第６号 令和６年度茅ヶ崎市公共下水道事業会計決

算の認定について(議案書 P162) 

認定第７号 令和６年度茅ヶ崎市病院事業会計決算の認

定について(議案書 P163) 

本年３月３１日をもってその執行を終わり、監査委員による審査で

は、「審査に付された決算書等は、関係法令の規定に準拠して作成さ

れており、その計数は関係諸帳簿と一致し、正確なものと認めます。

また、事業の経営成績及び財政状態は適正に表示されていると認めま

す。」との御意見をいただいている。 

以上、認定第６号及び認定第７号について、地方公営企業法第３０

条第４項の規定により、決算審査意見書を付して議会の認定をお願い

するもの 

 

報告第１２号 令和６年度茅ヶ崎市一般会計予算の継続

費精算報告について(議案書 P165～167) 

令和５年度から令和６年度までの２か年の継続事業として実施して

いた「体育館管理運営経費（総合体育館空調設備設置工事）」及び令
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和４年度から令和６年度までの３か年の継続事業として実施していた

「浜園橋橋りょう整備事業（上部工）」が、それぞれ令和６年度に完

了したので、地方自治法施行令第１４５条第２項の規定により報告す

るもの 

 

報告第１３号 令和６年度茅ヶ崎市健全化判断比率につ

いて(議案書 P168～169) 

令和６年度決算における実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公

債費比率及び将来負担比率の４つの財政指標について、地方公共団体

の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定により報告するもの 

 実質赤字比率は、一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規

模に対する比率で、本市においては、一般会計及び公共用地先行取得

事業特別会計の実質収支により算出し、黒字となった。 

 連結実質赤字比率は、公営企業会計を含む全会計を対象とした実質

赤字額又は資金不足額の標準財政規模に対する比率で、本市は黒字と

なった。 

 実質公債費比率は、一般会計等が負担する元利償還金等の標準財政

規模に対する比率で、本市は、３か年平均で令和５年度より０．９ポ
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イント悪化の４．８％となったが、早期健全化基準の２５％を大きく

下回った。 

 将来負担比率は、地方債等の一般会計等が将来負担すべき実質的な

負債の標準財政規模に対する比率で、本市は１７．２％と令和５年度

より０．９ポイント悪化の１６．３％となったが、早期健全化基準の

３５０％を大きく下回っている。 

 以上、４つの財政指標による数値から、令和６年度の本市の財政は、

健全であったと判断している。 

 監査委員の総合意見としては、「審査に付された令和６年度茅ヶ崎

市健全化判断比率について、その算定の基礎となる事項を記載した書

類を確認したところ、いずれも適正に作成され、記載された計数は正

確なものであると認めます。」、「審査に付された令和６年度決算に

基づく健全化判断比率は、記載された計数により適正かつ正確に算定

されていると認めます。」との御意見をいただいている。 

 

報告第１４号 令和６年度茅ヶ崎市資金不足比率について

(議案書 P170～171) 

公共下水道事業会計及び病院事業会計の令和６年度決算における資

金不足比率として、地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２
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条第１項の規定により報告するもの 

 当該比率は、各公営企業の資金不足額の事業規模に対する比率で、

経営健全化基準である２０％以上となった場合には、経営健全化計画

を定めることとされている。 

 本市では、公共下水道事業会計及び病院事業会計が本件報告の対象

となるが、いずれの会計も資金不足額が生じていないので、両会計と

も健全であったと判断している。 

 監査委員の総合意見としては、「審査に付された公共下水道事業会

計及び病院事業会計の令和６年度茅ヶ崎市資金不足比率について、そ

の算定の基礎となる事項を記載した書類を確認したところ、書類はい

ずれも適正に作成され、記載された計数は正確なものであり、その計

数により適正かつ正確に算定されていると認めます。」、「算定の結

果、いずれの会計も資金不足を生じていないため、資金不足比率は計

上されませんでした。」との御意見をいただいている。 

 

報告第１５号 専決処分の報告について(議案書 P172) 

 令和７年３月２１日午後５時２５分頃、浜見平保育園敷地内に

おいて保育中の児童が投げたハンガーが相手方にあたり負傷し
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たため、これに対する治療費等を賠償したもの 

 

報告第１６号 専決処分の報告について(議案書 P173) 

 令和７年６月６日午後１時４０分頃、東海岸南四丁目１１番５

３－１９号において、環境事業センター職員が運転する塵芥車が

狭あい道路での収集作業を完了しハンドルを右に切りながら前

進したところ、相手方住宅の雨どいに接触し、損害を与えたため、

これに対する修理費を賠償したもの 

 

報告第１７号 専決処分の報告について(議案書 P174) 

 令和７年６月９日午後１時４０分頃、平和町１番２３号地先に

おいて、建設総務課職員が運転する公用車が進路を変更しようと

後退したところ、停車中の相手方車両に接触し、損害を与えたた

め、これに対する修理費を賠償したもの 

 

報告第１８号 専決処分の報告について(議案書 P175) 

 令和７年５月１７日午後３時４４分頃、東海岸北四丁目１２番

１０－３号において単独柱に設置している防犯灯が転倒し、相手
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方住宅のテラス支柱に接触し、損害を与えたため、これに対する

修理費を賠償したもの 

 

報告第１９号 専決処分の報告について(議案書 P176) 

 令和７年５月１日午後３時２４分頃、十間坂一丁目４番２１号

において、博物館職員が運転する公用車が方向転換のため、後退

したところ、駐車していた相手方車両に接触し、損害を与えたた

め、これに対する修理費を賠償したもの 

 

報告第２０号 専決処分の報告について(議案書 P177) 

 令和７年５月２２日午前１１時３分頃、松林小学校敷地内にお

いて、職員が草刈機を使用して草刈りを行っていたところ、石が

はね、駐車していた相手方車両に当たり、損害を与えたため、こ

れに対する修理費等を賠償したもの 

 


